
「子ども・子育てピジョン」（平成22禦甲甲帽甲牢？   

i■●一  
社る  悪法禦品暫誌野 子どもと子育てを応援する社会  

●子どもが主人公（チルドレン・ファースト）●「少子化対策」から「子ども・子育て支援」へ●生活と仕事と子育ての調和  

I社会全体で子育てをまえる   
○子どもを大切にする   
○ライフサイクル全体を通じて社会的に支える   
○地域のネットワークで支える  

2「希望」カーかぢえられ与   
○生活、仕事、子育てを総合的に支える  
○格差や貧困を解消する   
○持続可能で活力ある経済社会が実現する  

基本的考え方  

3つの大切な姿勢  ○困ってい奇声に応え与  ○生命（いのち）と育ちを大切にする  0生活（くらし）をまえる  

12の主要施策  目指すべ  き社章へ申亜室生杢墜と   

I．子ともの育ちをまえ、若者が専心して成長で亘る社会へ  

（1）子どもを社会全体 で支えるとともに、教育機会の確保を  

・子ども手当の創設  

・高校の実質無償化、奨学金の充実等、学校の教育環境の整備  

（2）意欲を持って就業と自 立に向かえるように  

・非正規雇用対策の推進、若者の就労支援（キャリア教育■ジョブ・カード等）  

（3）社会生活に必要なことを学ぶ機会を  

・学校・家庭・地域の取組、地域ぐるみで子どもの教育に取り組む環境整備  

3．多様なネットワークで子育て力のある地域社会へ  

（9）子育て妄揺の拠点やネ、ソトワークの充実が図ら  

・乳児の全戸訪問等（こんにらは赤ちゃん事業等）  

・地域子育て支援拠点の設置促進   

・ファミリー・サポート・センターの普及促進  

・商店街の空き店舗や学校の余裕教室・幼稚園の活用  

・NPO法人等の地域子育て活動の支援  

（10）子ども力¶羊まいやまちの中で専今・壱州こ＜ら  

・良質なファミリー向け貨賃住宅の供給促進  

・子育て／りアプリーの推進（段差の解消、子育て世帯にやさしいトイレの整備等）  

・交通安全教育等の推進（幼児二人同乗用自転車の安全利用の普及等）  

Z．妊娠、出産、子育ての希望が実現で毒舌社会へ  
（4）安心して妊娠・出産できるように  

・早期の妊娠届出の勧奨、妊婦健診の公費負担  

・相談支援体制の整備（妊娠・出産、人工妊娠中絶等）  

・不妊治療に関する相談や経済的負担の軽減  

（5）謹もが希望する幼児教育と保育サービスを受けられるよう に  

・潜在的な保育ニーズの充足も視野に入れた保育所待機児童の解消（余裕教室の活用等）  

・新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の構築に向けた検討  

・幼児教育と保育の総合的な提供（幼保一体化）  

・放課後子どもプランの推進、放課後児童クラブの充実  

安心して医療にかかれるよう （6）子どもの健康と安全を守り、 に  

・小児医療の体制の確保  

（7）ひとり親家庭の子どもが困らないように  

・児童扶養手当を父子家庭にも支給、生活保護の母子加算  

（8）特に支援が必要な子どもが健やかに育つように  

・障害のある子どもへのライフステージに応じた一貫した支援の強化  

・児童虐待の防止、家庭的養護の推進（ファミリーホームの拡充等）  

4．男性もせ性も仕事と生活が調和す魯杜会へ（ワーク・弓イ7・パ弓ンスの実現）  

（11）働き方の貝i百しを  

・「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）寄葺」及び「行動指針」に基づく取組  
の推進  

・長時間労働の抑制及び年次有給休暇の取得促進  

・テレウークの推進  

・男性の育児休業の取得促進（パパ■・ママ育休プラス）  

（12） 什妻と象庭が両市できる職場琵鰯の宴頂を  

・育児休業や短時間勤務等の両立支援制度の定着  

・一般事業主行動計画（次世代育成支援対策推進法）の策定・公表の促進  

・次世代認定マーク（くるみん）の周知・取組促進  

・入札手続等における対応の検討   
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土谷数値目標等  

〔現状〕  〔H26目標値〕   さ警在的な保告ニースに毛対応しだ  

保奮所待機児憂の解消  

215万人 ⇒ 241万人  
（75万人（24％）） （102万人（35％））   

79万人  ⇒ 96万人   

31万臼  ⇒ 200万日   

358か所 ⇒ 2000か所以上（H24）   

81万人  ⇒111万人  

○平日昼間の保育サービス（認可保育所等）  
（3歳末満児の保育サービス利用率）  

○延長等の保育サービス  

○病児・病後児保育（延べ日数）  

○認定こども園  

○放課後児童クラブ  ＊参考指標   



子ども・子育てビジョンにかかる児童虐待関連部分の抜粋  

【次世代育成支援対策推進法】（平成15年法律第120号）  

第8条第1項 市町村 は、行動計画策定指針に即して、五年ごとに、当該市町村の事務及び事業に閲し、五年を一期と   
母性抑こ乳児及び幼児の健康の確 び土曽進、子どもの心身の健やかな成長に   

資する教育環境の整備、子どもを育成する家庭に適した良質な住宅及び良好な居住環境の確保、職業生活と家庭生活  
して、地域における子育ての支援、保及  

との両立の推進その他の次世代育成支援対策の実施に関する計画（以下「市町村行動計画」という。）を策定するも   
のとする。  

第9条第1項 都道府県は、行動計画策定指針に即して、五年ごとに、当該都道府県の事務及び事業に閲し、五年を一  
期として、地域lこおける子育ての支援、保護を要する子どもの養専環境（D整嘩、母性並びに乳児及び幼児の健康の確   
保及び増進、子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備、子どもを育成する家庭に適した声質な住宅及び  絹  

良好な居住環境の確保、職業生活と家庭生活との両立の推進その他の次世代育成支援対策  
「都道府県行動計画」という。）を策定するものとする。  

の実施に  

【行動計画策定指針】（平成21年国公委・文科・厚労・農水・経産・国交・環告示第1号）  

五 市町村行動計画及び都道府県行動計画の内容に関する事項  

1 市町村行動言十画  

（1）地域における子育ての支援  

ア 地域における子育て支援サービスの充実  

（略）このため、市町村は、、次の（ア）から（ウ）までに掲げる児童福祉法第二十一条の九に規定する子育て支援事業  
U旧情＼う。）が着実Iこ実施されるよう、必要な措置の実施に努ゆるとともに、（略）  
さらに、市町村は、僻事  

業を実施する（ただし、その事務の全部又は一部を厚生労働省令で定める者に委託することができる。）よう努め  
量とともに、同法第二十一条の十の三の規定に基づき、母子保健に関する事業との連携及び調和の確保に努める  
必要がある。  

（2）母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進  

ア 子どもや母親の健康の確保  

（略）特に、親の育児不安の解消等を図るため、乳幼児健診の場を活用し、親への相談指導等を実施するととも  
に、児童虐待の発生予防の観点を葺め、脚制の整備を図ることが必要である。  

（次頁につっく）   

N
¢
○
 
 



（7）要保護児童への対応などきめ細かな取組の推進  
ア 児童虐待防止対策の充実  

（ア）関係機関との連携等  

児童虐待による深刻な被害や死亡事例が生じることはあってはならないとの認識の下、福祉関係者のみなら  
ず、医療、保健、教育、警察等の関係機関を含めた地域全体で子どもを守る支援体制を構築し、相互に情報を  

共有することが必要である。特に、「子どもを守る地域ネットワーク」（要保護児童対策地域協議会）は、児童  
虐待の発生予防から保護・支援に至るまですべての段階で有効であり、NPO、ボランティア等民間団体の参加  
を得るとともに、単なる情報交換の場にとどまらず、個別のケースの解決につながるよぅな取組が期待されて  

いることから、その設置に努めなければならない。  
また、同ネットウークが有効に機能するために、その運営の中核となる要保護児童対策調整機関に専門性を  

肯する職員を配置するなどの機能強化を図ることも必要である。  
なお、当該調整機関の職員を始めとする関係者の資質向上のため、都道府県等が実施する講習会等に参加す  

ることも必要である。  

さらに．、市町村は、出頭要求、立入調査又は一時保護の実施が適当と判断した場合は、都道府県知事又は児  
童相談所長に通知することや、児童虐待を受けた児童がその心身に著しく重大な被害を受けた事例について、  
都道府県の行う検証作業に参加・協力すること等を通じ、都道府県と連携した取組を進める必要がある。   

（イ）発生予防、早期発見・早期対応等  

児童虐待の発生を予防するため、健康診査や保健指導等の母子保健活動や地域の医療機関、医療関係団体との  
連携、乳児家庭全戸訪問事業等を通じて、妊娠・出産・育児期に養育支援を必要とする家庭を早期に把握すると  
ともに、特に支援を必要とする家庭については、養育支援訪問事業等の適切な支援につなげることが必要である。  

また、このような適切な支援や虐待の早期発見・早期対応を行うためには、市町村において児童福祉担当部局  
と母子保健担当部局が緊密な連携を図るとともに、医療機関と市町村の問で、効果的な情報提供・共有がなされ  
るための連携体制の構築を図る必要がある。  

さらには、虐待の早期発見等のため、主任児童委員・児童委員等を積極的に活用することも必要である。   

2 都道府県行動計画  

（7）要保護児童への対応などきめ細かな取組の推進   
ア 児童虐待防止対策の充実  

児童虐待を防止し、すべての児童の健全な心身の成長、ひいては社会的自立を促していくためには、発生予防か  
ら早期発見・早期対応、保護・支援に至るまでの切れ目のない総合的な支援を講ずる必要がある。  
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また、特に児童虐待による深刻な被害や死亡事例が生じることはあってはならないとの認識の下、福祉関係者の   
みならず、医療、保健、教育、警察等の関係機関を含めた地土或全体で子どもを守る支援体制を構築し、相互に情  
報を共有することが必要である。   
（ア）児童相談所の体制の強化  

児童虐待の防止は、その予防対策から虐待を受けた子どもの保護、そして、自立に至るまでの支援、更には  
親への指導等多様な機関が長期間にわたり支援してい＜ことが必要である。このため、その中心である児童相  
談所が、一時保護所の機能も含め児童虐待に関するアセスメントを的確に実施する機能の充実を図るとともに、  
重篤なケース等について支援の過程を管理することを含めて十分な関わりを持つようにするための体制の強化  

を図ることが必要である。   
（イ）市町村や関係機関との役割分担及び連携の推進  

児童相談所が児童虐待に十分に対応してい＜ためには、児童相談所自体の体制を強化するのみならず、市町  
村や関係機関との適切な役割分担及び連携を推進していくことが重要である。このため、住民に身近な市町村  
の体制を整備するため、子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）の設置促進や機能強化を  
図るための一環として、当該ネットワークの関係者に向けた専門性向上のための研修を実施する等の市町村の   
支援措置を講じるとともに、地域において専門的な知識及び技術を必要とする相談支援等を行い、保護指導者  
の委託先となる児童家庭支援センター等を積極的に活用していくことが必要である。   

（ウ）個き矧こよる死⊂事例等の重大事例の検証  

児童虐待による死亡事例等児童虐待を受けた児童がその心身に著し＜重大な被害を受けた事例が生じた場合、  
当該事例について地域特性を踏まえた検証作業を行い、その結果に基づき必要な措置を講じることにより、こ  
のような死亡事例等の再発を防止することが求められる。  

イ 社会的養護体制の充実  

社会的養護体制の質・量ともに充実を図るため、①現に児童養護施設等へ入所している又は里親等に委託されて   
いる要保護児童の人数、②児童相談所で受理した相談等のうら、現に児童養護施設等へ入所等をしていないが、入   
所等を必要とする可能性のある児童の人数、③一時保護所で長期に保護されている児童の人数、④児童相談所にお   
ける相談対応件数の推移、⑤要保護児童の保護等に閲し、積極的に取り組んでいると考えられる他の都道府県の状   
況その他社会的養護を必要とする児童め人数の伸び等を把握するために適当と考えられる指標を勘案して、平成二   
十九年度までの必要量を念頭に、後期行動計画期間の必要量を定めること。  

I  

りの整備量に見合う定員及び個別対応でき  なお、一時保護所については、一時保護委託も含めて、社会的養護  
がある  して計画を   が安心して生活で  ることので  る居室の確  べての児  
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社会的養護体制の整備に当たっては、前記の必要量を見込むほか、次に記載する項目を参考とし、家庭的養護の   
一層の推進を図るとともに、権利擁護の強化や人材育成等も含め、ケアの質の確保を図るための体制確保について   
併せて進める必要がある。  

（ア）家庭的養護の推進   

里親制度を充実し、里親委託を推進するため、新規里親の開拓、子どもを受託している里矧こ対する支援の充実   
を図ることが必要である。また、里親委託率については、地域の実情に応じ、現在の委託率より一定以上委託率が   
上がるよう、目標を設定する。   

この際、児童相談所における支援の強化のみならず、里親支援機関等の地域資源の活用を図りつつ、進めること   
が必要である。   

さらに、小規模住居型児童養育事業について、地域における普及の状況を踏まえつつ、家庭的養護の一形態とし   
て促進を図る必要がある。  

（イ）施設機能の見直し   

心理的ケアや治療を必要とする子どもに対する専門的なケアや自立支援に向けた取組、継続的・安定的な環境で   
の支援の確保、ケア単位の小規模化とそこにおける家庭的な養護、子どものプライバシーに配慮した生活環境の整   
備を推進する必要がある。  

（ウ）家庭支援機能等の強化   

家庭支援機能の強化を図るためには、アで示したように、児童相談所の体制強化を進めるとともに、市町村や児   
童家庭支援センター等の関係機関との役割分担及び連携を推進する必要がある。この際、特に、児童家庭支援セン   
ターについては、児童相談所と連携し、その委託を受けて保護者指導を行うことや、市町村等関係機関に専門的・   
技術的助言を行うこと等の積極的な役割を担うことが期待されることから、その活用を図ることが求められる。   

また、母子生活支援施設については、その特性を活かし、福祉事務所、児童相談所、婦人相談所等と連携し、母   
親と子どもの関係性に着日した支援を推進することが求められる。  

（工）自立支援策の強化   

施設を退所した者等に対し、自立を促す自立援助ホームの設置を推進する。この際、自立援助ホームについては、   
施設を退所する者等の数や地域の実情等を勘案し、当該地域における必要量を見込む必要がある。   

また、これらの者が気軽に相談できる拠点を用意するなど社会的養護の下で育った子ども等が地域生活を送るた   
めに必要な支援体制の整備を推進する必要がある。  

（オ）人材確保のための仕組みの強化   

社会的養護の質を確保するため、その担い手となる職員及びその専門性を確保するための研修体制の整備を進め   
∵る必要がある。  
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この際、見込んだ必要量に見合った必要な人材育成を進めることができるよう体制を整備する必要がある。  
（力）子どもの権利擁護の強化   

子どもの権利擁護の強化を図るため、被措置児童等虐待に対する措置のほか、ケアの質の向上のための取組を進   
める必要がある。   

このため、被措置児童等虐待に関する通告や子どもからの届出の受付、通告等があった場合の対応、被措置児童   
等虐待が起こった場合の適切な措置等に閲し、ガイドラインを定め、都道府県においてあらかじめ対応について意   
識を共有するとともに、適切な対応を取ることができる体制を整備することが必要である。運用に当たっては、必   
要に応じてガイドラインの見直しや体制の見直しを適宜進める必要がある。   

さらに、都道府県児童福祉審議会などの体制についても、実情に応じた適切な運用が図られるよう、体制を整え   
る必要がある。   

また、施設におけるケアの質の向上を進めるため、ケアの質に関しても監査できる体制を整備するとともに、施   
設における第≡書評価の受審を推進することが必要である。   



【子ども・子育てビジョン】（平成22年1月29日 間議決定）  
第3 3つの大切な姿勢   

2．因っている声に応える   

○ 一人ひとりの子どもの置かれた状況の多様性を社会的に尊重し（インクルージョン）、ひとり親家庭の子ども  
や障害のある子どもなど、特に支援が必要な万々が安心して暮らせるよう支援するとともに、子どもの貧困や格  
差の拡大を防ぎます。  

児童虐待を防止するとともに、社会的養護を必要とする子どもの増加や多様化に対応するため、家庭的養護  
の促進や施設機能の見直しなど、社会的養護の充実を図ります。   

第4 目指すべき社会への政策4本柱と12の主要施策   
2．妊娠、出産、子育ての希望が実現できる社会へ   
（8）特に支援が必要な子どもが健や力＼に育つように  

児童虐待を防止するとともに、軍鱒やフア♀」 
．． 

3．多様なネットワークで子育て力のある地域社会へ   
（9）子育て支援の拠点やネットワークの充実が図られるように  

乳児の全戸訪問の実施、地土或子育て支援拠点の設置促進、ファミリー・サポート・センターの普及促進、商  
店街の空き店舗や余裕教室の活用等により、地域における子育て支援の充実を図ります。   

別添1 施策の具体的内容   
2．妊娠、出産、子育ての希望が実現できる社会へ   
（8）特に支援が必要な子どもが健やかに育つように  

＜児童虐待を防止するとともに、社会的養護を充実する＞  
□児童虐待防止に向けた啓発（オレンジリボン・キャンペーン）  

児童虐待の現状を広＜国民に周知するとともに、オレンジリボン‘・キャンペーン等の啓発活動により、  
社会全体として児童虐待を防止する機運を高めます。  

□児童虐待の早期発見・早期対応  

・市町村における「子どもを守る地土或ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）」の機能強化を図ると  

ともに、相談、支援を行う児童福祉司等の確保などにより児童相談所の体制強化を図ります。  
また、保育所や幼稚園、小・中学校等の関係機関における職員等の対応スキルの向上により、児童虐待  

の早期発見・早期対応体制の充実を図ります。  （次頁につつく）   



・児童養護施設等の施設のケア単位の小規模化の推進、里親や小規模住宅型児童養育事業（ファミリー  
ホーム）の拡充など家庭的養護を推進します。   

□年長児の自立支援策の拡充  

・児童自立生活援助事業（自立援助ホーム）．などの拡充、施設を退所した者等に対する支援の充実を図り  

ます。  
□社会的養護に関する施設機能の充実  

専門的なケアや自立支援に向けた取組、継続的・安定的な環境での支援の確保等、子どもの状態や年齢  
に応じた適切なケアを実施できるよう、現行の施設機能の在り方の見直しや体制の充実について検討しま  
す。  

改正児童福祉法（平成21年4月施行）を踏まえ、児童養護施設等に入所する児童の権利擁護の強化や、  
基幹的職員（スーパーバイザー）の養成研修などケアの質の確保のための取組の推進などにより、施設内  
虐待（被措置児童等虐待）の防止の徹底を図ります。   

3．多様なネットワークで子育て力のある地域社会へ   
（9）子育て支援の拠点やネットワークの充実が図られるように  

＜地域における子育て支援の拠点等の整備及び昨日の充実を図る＞  
□乳児の全戸訪問等（こんにらは赤らやん事業等）  

・乳児家庭全戸訪問事業（こんにらは赤らやん事業）を実施するとともに、保護者の養育を支援すること  
が特に必要な家庭に対しては、養育支援訪問事業等の適切なサービスの提供を行うなど、切れ目のない支  
援体制を確立します。  

また、出産前において支援を行うことが必要な妊婦仁対し、訪問等の支援を行います。   



項  目  現  状   目標（平成26年度）  

社会的養護の充実  里親の拡充   里親等委託率   10．4％   16％  

専門里親登録者数   495世帯   800世帯  

養育里親登録者数  5，805世帯（H21．10）   8，000世帯  
（専門里親登録者数を除く）  

小規模住居型児童養育事業（ファミリーホニム）  140力＼所  

児童養護施設  567か所   610か所  

小規模グループケア  446か＼所   800か所  

地域小規模児童責護施設  171か所   300か所  

児童自立生活援助事業（自立援助ホーム）  54か所   160か所  

ショートステイ事業  613か所   870か所  

児童家庭支援センター  71か所   120か所  

情緒障害児短期治療施設  32か所   47か所  

子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）の調整機  58．3％（H21．4）   80％（市はすべて配置）  
関に専門職員（※）を配置している市町村の割合  

個別対応できる児童相談所一時保護所の環境改善  35か所（H21．4）   全都道府県・指定都市  

・児童相談所設置市  

乳児家庭全戸訪問事業  1，512市町村（H21．7）   全市町村  

養育支援訪問事業  996市町村（H21．7）   全市町村での実施を目指す  

（※）専門職員とは、保健師、助産師、看護師、保育士、教育職員免許法に規定する普通免許状を有する者、児童福祉施設最低基準第21条第3項に規定する  
児童指導員 ［児童福祉法施行規則第25条の28第2項］  
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